
　

日
本
企
業
に
よ
る
対
南
ア
フ
リ
カ
共

和
国
（
以
下
、南
ア
フ
リ
カ
）
投
資
は
、

一
九
九
〇
年
代
に
入
っ
て
本
格
化
し

た
。
一
九
九
一
年
六
月
の
ア
パ
ル
ト
ヘ

イ
ト
法
全
廃
を
受
け
、
同
年
一
〇
月
に

日
本
は
南
ア
フ
リ
カ
に
対
す
る
経
済
規

制
措
置
を
緩
和
し
た
⑴

。
翌
年
一
月
に

は
外
交
関
係
が
樹
立
さ
れ
、
そ
れ
以
降

経
済
交
流
が
発
展
す
る
。
財
務
省
統
計

に
よ
る
と
、
日
本
の
対
南
ア
フ
リ
カ
投

資
残
高
は
一
九
九
六
年
末
の
四
一
〇
〇

万
ド
ル
か
ら
、
二
〇
一
一
年
末
に
は
五

倍
超
の
二
四
億
ド
ル
に
な
っ
た
。
二
国

間
の
貿
易
額
は
、
一
九
九
四
年
の
四
二

億
ド
ル
か
ら
、
二
〇
一
一
年
に
は
一
二

七
億
ド
ル
に
拡
大
し
た
（
図
1
参
照
）。

進
出
日
本
企
業
の
数
は
、
現
在
約
一
〇

〇
社
に
上
る
⑵

。

　

日
本
企
業
の
進
出
は
こ
れ
ま
で
主
に

資
源
・
自
動
車
の
二
分
野
に
集
中
し
て

き
た
。
資
源
分
野
で
は
安
定
供
給
の
観

点
か
ら
、大
手
商
社
が
プ
ラ
チ
ナ
、フ
ェ

ロ
ク
ロ
ム
、
マ
ン
ガ
ン
鉱
山
な
ど
へ
投

融
資
を
行
う
ほ
か
、
鉱
山
建
機
メ
ー

カ
ー
が
進
出
し
て
い
る
。
自
動
車
分
野

で
は
南
ア
フ
リ
カ
政
府
が
進
め
る
自
動

車
産
業
政
策
に
よ
り
投
資
優
遇
措
置
が

付
与
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
ト
ヨ
タ

自
動
車
、
日
産
自
動
車
の
ほ
か
、
複
数

の
部
品
メ
ー
カ
ー
が
現
地
で
生
産
を

行
っ
て
い
る
。
一
方
、近
年
で
は
通
信
、

消
費
市
場
、
医
療
機
器
な
ど
の
分
野
へ

の
進
出
も
み
ら
れ
、
日
本
企
業
の
活
動

の
裾
野
は
広
が
っ
て
い
る
。

　

こ
の
間
、
南
ア
フ
リ
カ
政
府
に
よ
る

経
済
政
策
は
、
人
種
間
の
格
差
是
正
と

雇
用
創
出
に
主
眼
を
置
き
つ
つ
も
、
そ

の
政
策
内
容
は
変
更
を
重
ね
て
き
た
。

近
年
で
は
、
経
済
優
先
の
開
発
路
線
を

見
直
し
、
社
会
開
発
の
要
素
を
政
策
に

よ
り
強
く
反
映
さ
せ
る
傾
向
が
み
ら
れ

る
。
本
稿
で
は
、
こ
う
し
た
政
策
の
変

化
が
日
本
企
業
の
活
動
に
与
え
る
影
響

に
つ
い
て
、
主
に
「
黒
人
の
経
済
力
強

化
法
（
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
）」、「
政
府
調
達
規

則
」、「
自
動
車
産
業
政
策
」、「
合
併
規

則
」
の
観
点
か
ら
考
察
す
る
。

●
重
要
度
を
増
す
Ｂ
Ｅ
Ｅ

　

南
ア
フ
リ
カ
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
活
動
に

お
い
て
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
は
、
業
種
を
問
わ
ず

企
業
に
影
響
を
与
え
て
い
る
。
同
法
は

二
〇
〇
三
年
に
制
定
さ
れ
、
二
〇
〇
七

年
に
運
用
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
な
る
適
正

実
施
基
準
が
導
入
さ
れ
た
⑶

。
企
業
の

Ｂ
Ｅ
Ｅ
達
成
度
は
黒
人
の
資
本
参
加
、

経
営
参
加
、
雇
用
均
等
、
技
能
開
発
、

優
先
的
調
達
、
企
業
育
成
、
社
会
貢
献

の
七
項
目
で
評
価
さ
れ
る
。
例
え
ば
、

資
本
参
加
で
は
企
業
の
資
本
総
額
の
二

五
％
相
当
の
株
式
を
黒
人
に
移
転
す
る

こ
と
、
優
先
的
調
達
で
は
黒
人
企
業
、

中
小
零
細
企
業
か
ら
の
調
達
額
の
割
合

を
全
調
達
額
の
七
割
に
す
る
こ
と
が
目

標
値
で
あ
る
。

　

政
府
調
達
の
際
に
Ｂ
Ｅ
Ｅ
達
成
度
が

考
慮
さ
れ
る
ほ
か
、
鉱
業
や
銀
行
業
で

は
一
定
の
Ｂ
Ｅ
Ｅ
資
本
参
加
比
率
が
免

許
交
付
の
条
件
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の

た
め
、
政
府
や
国
営
企
業
と
直
接
ビ
ジ

ネ
ス
を
行
う
企
業
は
積
極
的
に
Ｂ
Ｅ
Ｅ

に
取
り
組
ん
で
き
た
。
一
方
、
そ
う
で

な
い
企
業
は
競
争
原
理
に
基
づ
く
経
営

を
妨
げ
る
と
し
て
、
Ｂ
Ｅ
Ｅ
へ
の
取
り

組
み
を
躊
躇
す
る
ケ
ー
ス
も
み
ら
れ

た
。
と
こ
ろ
が
、
最
近
の
日
本
企
業
へ

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
⑷

に
よ
る
と
、「
自
社
が

政
府
や
国
営
企
業
と
直
接
ビ
ジ
ネ
ス
を
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行
っ
て
い
な
く
て
も
、
顧
客
の
要
請
で

Ｂ
Ｅ
Ｅ
に
取
り
組
ま
ざ
る
を
得
な
い
。

調
達
先
の
Ｂ
Ｅ
Ｅ
達
成
度
が
顧
客
の
ス

コ
ア
に
も
影
響
す
る
か
ら
だ
」
と
の
声

や
、「
Ｂ
Ｅ
Ｅ
達
成
度
は
企
業
イ
メ
ー

ジ
に
も
つ
な
が
り
消
費
者
の
商
品
選
択

に
影
響
を
与
え
る
」と
の
声
が
聞
か
れ
、

企
業
の
意
識
に
変
化
が
み
ら
れ
る
。

　

な
か
で
も
、
鉱
山
企
業
と
取
引
が
あ

る
企
業
は
、
取
引
拡
大
の
た
め
に
は
黒

人
の
経
済
力
強
化
の
た
め
の
取
り
組
み

は
欠
か
せ
な
い
と
強
調
す
る
。
鉱
業
部

門
で
は
Ｂ
Ｅ
Ｅ
と
は
別
に
、
二
〇
〇
二

年
に
制
定
さ
れ
た
鉱
物
・
石
油
資
源
開

発
法
（
二
〇
〇
四
年
施
行
）
の
付
属
書

で
あ
る
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
憲
章
（
鉱

業
憲
章
）
で
、
独
自
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ

ン
ト
目
標
を
設
定
し
て
い
る
。
鉱
業
憲

章
で
は
、
黒
人
の
鉱
山
企
業
の
資
本
参

加
に
つ
い
て
、「
二
〇
一
四
年
ま
で
に

二
六
％
ま
で
引
き
上
げ
る
」
と
し
て
Ｂ

Ｅ
Ｅ
の
適
正
基
準
で
あ
る
二
五
％
よ
り

高
い
目
標
値
を
定
め
て
い
る
。し
か
し
、

従
来
の
鉱
業
憲
章
で
は
こ
の
資
本
参
加

の
項
目
に
重
点
が
置
か
れ
、
狭
い
範
囲

で
の
権
利
拡
大
規
定
に
な
っ
て
い
た
た

め
、
一
部
の
黒
人
が
恩
恵
を
受
け
た
だ

け
だ
っ
た
。
こ
の
た
め
、
鉱
業
省
は
二

〇
一
〇
年
九
月
に
鉱
業
憲
章
を
改
正

し
、
資
本
参
加
の
目
標
値
に
つ
い
て
は

二
六
％
に
据
え
お
き
、
こ
れ
に
加
え
て

調
達
、
雇
用
均
等
、
人
材
開
発
な
ど
で

よ
り
具
体
的
な
目
標
値
を
示
し
た
ほ

か
、
労
働
者
の
住
居
・
生
活
環
境
の
改

善
、
鉱
山
周
辺
の
地
域
開
発
な
ど
の
よ

り
広
範
な
指
標
を
設
定
し
た
。
ま
た
、

憲
章
の
違
反
条
項
と
し
て「
調
査
許
可
、

探
鉱
権
、
採
掘
権
、
採
掘
免
許
ま
た
は

保
有
免
許
の
取
り
消
し
ま
た
は
停
止
」

を
規
定
し
罰
則
を
厳
格
化
し
た
。

● 

政
府
調
達
で
も
社
会
経
済
開
発

へ
の
広
範
な
取
り
組
み
を
要
求

　

政
府
調
達
で
は
総
合
評
価
に
Ｂ
Ｅ
Ｅ

適
正
実
施
基
準
を
用
い
る
こ
と
が
決
定

さ
れ
た
。
従
来
の
政
府
調
達
規
則
は
二

〇
〇
〇
年
施
行
の
優
先
調
達
政
策
基
本

法
（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
Ｆ
Ａ
）
で
定
め
ら
れ
、
政

府
調
達
で
の
総
合
評
価
の
要
素
に
、
価

格
・
技
術
指
標
の
ほ
か
、
社
会
経
済
貢

献
指
標
と
し
て
、
一
九
九
四
年
以
降
の

復
興
開
発
計
画
（
Ｒ
Ｄ
Ｐ
）
の
目
標
で

あ
る
中
小
企
業
の
輸
出
振
興
、
雇
用
創

出
、
農
村
地
域
の
開
発
、
人
材
育
成
な

ど
が
評
価
対
象
と
さ
れ
て
い
た
。
二
〇

〇
三
年
に
Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
が
成
立
し
た
後

も
、
政
府
調
達
で
は
依
然
と
し
て
Ｒ
Ｄ

Ｐ
目
標
が
社
会
経
済
貢
献
指
標
と
さ
れ

て
い
た
た
め
、
企
業
に
混
乱
を
も
た
ら

し
て
い
た
。
ま
た
、
よ
り
広
範
な
権
利

拡
大
を
目
指
す
Ｂ
Ｅ
Ｅ
と
比
べ
て
、
Ｒ

Ｄ
Ｐ
で
は
企
業
の
社
会
貢
献
度
を
図
る

指
標
が
限
定
的
で
あ
る
た
め
、
黒
人
の

経
済
力
強
化
に
つ
な
が
ら
な
い
と
の
批

判
も
あ
っ
た
。

　

こ
れ
を
受
け
二
〇
一
一
年
六
月
に
公

示
さ
れ
た
優
先
調
達
規
則
で
は
、
Ｂ
Ｅ

Ｅ
法
と
の
整
合
性
を
図
る
た
め
、
政
府

調
達
で
も
同
法
の
適
正
実
施
基
準
を
用

い
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。す
な
わ
ち
、

Ｂ
Ｅ
Ｅ
達
成
レ
ベ
ル
が
総
合
評
価
の
ポ

イ
ン
ト
と
し
て
加
味
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
、こ
の
た
め
Ｒ
Ｄ
Ｐ
指
標
に
加
え
て
、

黒
人
の
経
営
参
加
や
黒
人
企
業
か
ら
の

調
達
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
通
じ
た
技
能

開
発
な
ど
Ｂ
Ｅ
Ｅ
で
の
強
調
点
が
重
視

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
旧
優
先
調
達

規
則
で
は
政
府
省
庁
と
一
部
の
公
営
企

業
に
よ
る
調
達
だ
け
が
対
象
だ
っ
た

が
、
二
〇
一
一
年
規
則
で
は
対
象
が
す

べ
て
の
政
府
機
関
に
拡
大
さ
れ
た
。
さ

ら
に
、
案
件
に
よ
っ
て
は
、
入
札
提
案

時
に
現
地
生
産
・
現
地
調
達
の
最
低
比

率
を
明
示
す
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
た
。

　

こ
れ
ま
で
日
本
企
業
が
獲
得
し
た
主

な
政
府
調
達
案
件
に
は
、
日
立
製
作
所

に
よ
る
電
力
公
社
エ
ス
コ
ム
の
火
力
発

電
所
ボ
イ
ラ
ー
設
備
建
設
や
、
三
井
物

産
に
よ
る
輸
送
公
社
ト
ラ
ン
ス
ネ
ッ
ト

の
鉱
物
資
源
運
搬
用
の
電
気
機
関
車
納

入
な
ど
が
あ
る
。
日
立
製
作
所
の
場
合
、

受
注
契
約
で
は
技
術
移
転
を
図
り
つ
つ

契
約
金
額
の
六
〇
％
以
上
の
現
地
調
達

率
を
達
成
す
る
こ
と
、
通
常
の
発
電
所

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
ほ
か
に

六
六
〇
人
の
職
能
工
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を

実
施
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
た
⑸

。

　

一
方
、
三
井
物
産
が
東
芝
と
の
協
業

で
行
う
電
気
機
関
車
の
製
造
で
は
、
主

要
電
機
シ
ス
テ
ム
を
東
芝
が
担
当
し
、

車
体
部
分
は
南
ア
フ
リ
カ
現
地
企
業
か

ら
調
達
し
て
い
る
。
そ
の
後
現
地
子
会

社
（
三
井
物
産
五
五
％
、
現
地
企
業
二

社
四
五
％
出
資
）
で
完
成
さ
せ
納
入
す

る
。
東
芝
は
技
術
移
転
の
た
め
の
現
地

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
へ
の
技
術
研
修
の
提
供

も
行
う
。
同
社
関
係
者
は
、「
南
ア
フ

リ
カ
に
は
電
子
部
品
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
は

い
る
も
の
の
、
全
体
の
電
気
系
統
の
う

ち
一
部
の
技
術
し
か
持
っ
て
い
な
い
な

ど
の
制
約
が
あ
る
。
ま
た
、
大
規
模
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
行
う
た
め
の
十
分
な
数

の
人
材
が
育
っ
て
い
な
い
こ
と
も
課
題

だ
」
と
指
摘
し
て
い
る
⑹

。

　

南
ア
フ
リ
カ
で
は
今
後
も
原
子
力
発

電
所
建
設
や
高
速
鉄
道
建
設
な
ど
大
型

の
政
府
調
達
案
件
が
計
画
さ
れ
て
お

り
、
日
本
企
業
の
商
機
が
拡
大
し
て
い

る
。
政
府
は
「
政
府
調
達
で
現
地
調
達

要
件
を
課
す
こ
と
は
、
現
地
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
育
成
の
た
め
の
有
効
な
手
段
で
あ

る
。
既
に
国
有
企
業
に
よ
る
調
達
で
は

技
術
移
転
や
現
地
調
達
が
評
価
対
象
に

な
っ
て
お
り
、
今
後
は
こ
れ
を
広
く
政

府
調
達
全
般
に
取
り
入
れ
て
い
く
」
と

し
、
政
府
調
達
に
お
い
て
現
地
調
達
の

要
件
を
強
化
さ
せ
る
方
針
を
示
し
て
い

る
⑺

。
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● 

自
動
車
産
業
で
は

生
産
拡
大
の
動
き

　

自
動
車
分
野
で
は
政
府
が
一
九
九
五

年
に
導
入
し
た
自
動
車
産
業
開
発
プ
ロ

グ
ラ
ム
（
Ｍ
Ｉ
Ｄ
Ｐ
）
が
見
直
さ
れ
、

日
本
企
業
の
生
産
活
動
に
影
響
を
与
え

て
い
る
。
日
系
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー
で

は
ト
ヨ
タ
、
日
産
が
、
部
品
メ
ー
カ
ー

で
は
デ
ン
ソ
ー
、
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
、
ト

ヨ
タ
紡
織
な
ど
が
現
地
で
生
産
活
動
を

行
っ
て
い
る
。

　

Ｍ
Ｉ
Ｄ
Ｐ
で
は
、
保
護
主
義
的
経
済

体
制
か
ら
の
脱
却
と
、
国
内
自
動
車
産

業
の
国
際
競
争
力
強
化
が
目
標
と
さ

れ
、
完
成
車
の
輸
入
関
税
の
段
階
的
な

引
き
下
げ
の
ほ
か
、
自
動
車
・
同
部
品

の
輸
出
額
に
応
じ
て
輸
入
関
税
が
一
部

免
除
さ
れ
る
な
ど
の
優
遇
措
置
が
設
け

ら
れ
て
い
た
。こ
の
優
遇
措
置
を
受
け
、

世
界
の
主
要
メ
ー
カ
ー
七
社
は
南
ア
フ

リ
カ
に
生
産
拠
点
を
持
ち
、
輸
出
拠
点

と
し
て
の
機
能
を
強
化
さ
せ
て
き
た
。

ト
ヨ
タ
自
動
車
は
港
湾
都
市
ダ
ー
バ
ン

に
生
産
能
力
年
間
二
二
万
台
の
工
場
を

構
え
、
南
ア
フ
リ
カ
か
ら
ア
フ
リ
カ
諸

国
・
欧
州
な
ど
へ
の
輸
出
を
手
が
け
て

い
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
Ｍ
Ｉ
Ｄ
Ｐ
は
輸
出
補
助

の
観
点
か
ら
世
界
貿
易
機
関（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）

規
則
に
抵
触
す
る
と
さ
れ
た
た
め
、
政

府
は
政
策
内
容
の
見
直
し
を
迫
ら
れ

た
。
こ
の
結
果
、
Ｍ
Ｉ
Ｄ
Ｐ
が
失
効
す

る
二
〇
一
三
年
に
は
Ｍ
Ｉ
Ｄ
Ｐ
に
代

わ
っ
て
「
自
動
車
生
産
開
発
プ
ロ
グ
ラ

ム
（
Ａ
Ｐ
Ｄ
Ｐ
）」（
対
象
期
間
二
〇
一

三
〜
二
〇
二
〇
年
）
が
導
入
さ
れ
る
こ

と
に
な
っ
た
。
Ａ
Ｐ
Ｄ
Ｐ
で
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ

規
則
に
合
致
さ
せ
る
た
め
、
優
遇
措
置

の
内
容
が
こ
れ
ま
で
の
輸
出
に
対
す
る

補
助
か
ら
国
内
生
産
へ
の
補
助
に
切
り

替
え
ら
れ
た
。
適
用
条
件
と
し
て
一
生

産
工
場
に
つ
き
年
間
五
万
台
の
自
動
車

生
産
が
課
さ
れ
る
た
め
、
各
社
は
生
産

体
制
を
強
化
さ
せ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｍ

Ｉ
Ｄ
Ｐ
の
見
直
し
に
あ
た
っ
て
は
、
政

府
が
代
替
案
を
打
ち
出
す
ま
で
に
大
幅

に
時
間
を
要
し
た
こ
と
か
ら
、自
動
車
・

同
部
品
メ
ー
カ
ー
は
中
長
期
的
な
投
資

計
画
を
策
定
で
き
な
い
と
し
て
政
府
へ

の
陳
情
を
繰
り
返
し
て
き
た
。

　

二
〇
〇
八
年
に
Ａ
Ｐ
Ｄ
Ｐ
が
発
表
さ

れ
た
後
は
、
各
社
は
追
加
投
資
を
発
表

し
て
い
る
。
ト
ヨ
タ
自
動
車
は
ア
フ
リ

カ
最
大
級
と
な
る
補
給
部
品
供
給
セ
ン

タ
ー
開
設
の
た
め
の
追
加
投
資
を
決
め

（
二
〇
一
一
年
発
表
）、
日
産
自
動
車
は

二
〇
一
六
年
ま
で
に
生
産
能
力
を
現
在

の
年
間
五
万
台
か
ら
一
〇
万
台
に
ま
で

増
強
す
る
と
し
て
い
る
（
二
〇
一
二
年

発
表
）。

●
新
た
な
合
併
規
制
導
入
の
動
き
も

　

外
国
企
業
に
よ
る
現
地
企
業
の
買
収

に
対
し
て
、
新
た
な
規
則
を
検
討
す
る

動
き
も
あ
る
。
現
在
南
ア
フ
リ
カ
で
は

企
業
の
合
併
買
収
（
Ｍ
＆
Ａ
）
は
、
一

九
九
八
年
競
争
法
第
八
九
号
第
一
六
条

の
「
合
併
規
則
」
に
基
づ
き
審
査
さ
れ

る
。
競
争
当
局
は
合
併
の
審
査
に
あ

た
っ
て
、「
そ
の
合
併
が
競
争
を
実
質

的
に
制
限
ま
た
は
減
少
さ
せ
る
も
の
で

あ
る
か
ど
う
か
」を
判
断
し
、ま
た
、「
公

共
の
利
益
の
観
点
か
ら
正
当
化
さ
れ
る

も
の
か
ど
う
か
」
を
判
断
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
定
め
て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
二
〇
一
一
年
に
現

地
塗
装
大
手
フ
リ
ー
ワ
ー
ル
ド
・
コ
ー

テ
ィ
ン
グ
ス
を
買
収
し
た
関
西
ペ
イ
ン

ト
の
ケ
ー
ス
で
は
、
同
法
の
運
用
の
正

当
性
と
政
府
の
介
入
に
つ
い
て
投
資
家

の
間
で
懸
念
が
広
が
っ
た
。

　

関
西
ペ
イ
ン
ト
が
競
争
委
員
会
に
提

出
し
た
買
収
提
案
に
対
し
て
、
南
ア
フ

リ
カ
貿
易
産
業
省
は
意
見
書
を
提
出

し
、
雇
用
と
現
地
生
産
が
縮
小
す
る
可

能
性
が
あ
る
と
し
て
、
同
買
収
の
差
し

止
め
ま
た
は
買
収
承
認
に
あ
た
っ
て
条

件
を
課
す
よ
う
勧
告
し
た
。
こ
れ
を
受

け
競
争
裁
判
所
は
以
下
の
条
件
付
き
で

買
収
を
認
め
た
。
⑴
自
動
車
塗
料
ビ
ジ

ネ
ス
の
売
却
、
⑵
買
収
後
三
年
間
の
人

員
削
減
措
置
の
禁
止
、
⑶
買
収
後
一
〇

年
間
の
建
築
用
塗
料
の
製
造
継
続
、
ま

た
、
南
ア
フ
リ
カ
国
内
で
の
自
動
車
塗

料
工
場
の
新
規
設
立
（
買
収
後
五
年
以

内
）、
⑷
建
築
用
塗
料
の
研
究
開
発
へ

の
投
資
、
⑸
Ｂ
Ｅ
Ｅ
へ
の
取
り
組
み
実

施
（
買
収
後
二
年
以
内
）。
こ
れ
に
対

し
て
関
西
ペ
イ
ン
ト
は
条
件
の
う
ち
自

動
車
塗
料
ビ
ジ
ネ
ス
の
売
却
に
つ
い

て
、「
フ
リ
ー
ワ
ー
ル
ド
・
コ
ー
テ
ィ

ン
グ
ス
と
関
西
ペ
イ
ン
ト
の
合
弁
に

よ
っ
て
自
動
車
塗
料
市
場
の
寡
占
化
が

進
む
」
と
す
る
競
争
裁
判
所
の
見
解
は

誤
っ
て
い
る
と
し
て
同
条
件
な
し
で
の

承
認
を
求
め
て
上
訴
し
た
。
こ
れ
を
受

け
競
争
裁
判
所
は
、
自
動
車
塗
料
ビ
ジ

ネ
ス
の
売
却
と
い
う
条
件
を
取
り
下

げ
、
現
地
で
の
生
産
義
務
を
課
す
こ
と

で
こ
の
条
件
に
代
え
る
と
し
た
。

　

ま
た
、
二
〇
一
〇
年
九
月
に
米
ウ
ォ

ル
マ
ー
ト
が
現
地
小
売
り
マ
ス
マ
ー
ト

に
対
し
て
行
っ
た
買
収
提
案
も
、
条
件

付
き
で
の
承
認
と
な
っ
た
。
こ
の
背
景

に
は
、
ウ
ォ
ル
マ
ー
ト
の
買
収
提
案
に

対
し
て
、
労
働
組
合
を
中
心
と
す
る
四

団
体
の
ほ
か
、
経
済
開
発
省
、
貿
易
産

業
省
、
農
林
水
産
省
が
、
こ
れ
ま
で
の

ウ
ォ
ル
マ
ー
ト
の
「
労
働
者
の
権
利
」

や
「
現
地
で
の
生
産
と
調
達
」
に
関
す

る
慣
習
に
つ
い
て
、
公
共
の
利
益
の
観

点
か
ら
懸
念
が
あ
る
と
し
て
意
見
書
を

提
出
し
た
こ
と
が
あ
る
。
二
〇
一
一
年

五
月
に
競
争
裁
判
所
は
条
件
付
き
で
の

買
収
を
承
認
し
た
が
、
こ
れ
に
対
し
て

前
述
の
団
体
ら
は
買
収
の
停
止
ま
た
は

よ
り
厳
格
な
条
件
付
与
を
求
め
て
控
訴

し
た
。
こ
れ
を
受
け
、
競
争
裁
判
所
は
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二
〇
一
二
年
三
月
に
改
め
て
買
収
条
件

を
発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
買
収

前
に
解
雇
さ
れ
た
五
〇
三
人
の
元
従
業

員
を
優
先
的
に
再
雇
用
す
る
こ
と
、
現

行
の
労
使
協
定
を
継
続
す
る
こ
と
、
小

規
模
農
家
を
中
心
と
す
る
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
育
成
支
援
の
た
め
労
働
組
合
や
政

府
関
係
省
庁
と
合
同
で
調
査
を
行
う
こ

と
な
ど
が
課
さ
れ
た
。

　

競
争
委
員
会
は
当
初
ウ
ォ
ル
マ
ー
ト

の
買
収
提
案
に
対
し
て
、「
審
査
の
結

果
、
条
件
な
し
で
の
承
認
を
求
め
る
」

旨
の
審
査
結
果
を
競
争
裁
判
所
に
提
出

し
て
い
た
。
こ
の
こ
と
も
あ
り
、
条
件

付
き
で
の
承
認
に
対
し
て
外
国
投
資
家

は
、「
合
併
規
則
の
範
囲
を
超
え
て
お

り
純
粋
な
企
業
の
競
争
を
妨
げ
る
も
の

だ
」
と
批
判
を
強
め
た
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
政
府
は
競
争
法
の

合
併
規
則
と
は
別
途
、
外
国
投
資
の
う

ち
公
益
の
観
点
か
ら
懸
念
が
あ
る
買
収

案
件
に
つ
い
て
法
的
枠
組
み
を
整
備
す

る
方
針
を
打
ち
出
し
た
。
南
ア
フ
リ
カ

財
務
省
は
二
〇
一
一
年
二
月
「
南
ア
フ

リ
カ
に
お
け
る
外
国
投
資
に
関
す
る
枠

組
み
の
見
直
し
」
と
い
う
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
・
ペ
ー
パ
ー
を
発
表
し
、
関
係

者
間
で
の
協
議
を
進
め
て
い
る
。
同

ペ
ー
パ
ー
で
は
、「
南
ア
フ
リ
カ
政
府

は
国
内
経
済
の
発
展
の
た
め
に
外
国
直

接
投
資
が
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
つ

い
て
認
識
し
て
い
る
も
の
の
、
外
国
企

業
に
よ
る
現
地
企
業
の
買
収
に
お
い
て

は
、
現
地
の
雇
用
と
生
産
に
マ
イ
ナ
ス

の
影
響
を
与
え
る
リ
ス
ク
も
あ
る
。
こ

の
た
め
、
買
収
を
と
も
な
う
外
国
投
資

案
件
に
つ
い
て
公
益
の
観
点
か
ら
審
査

す
る
た
め
、
透
明
性
の
高
い
メ
カ
ニ
ズ

ム
を
構
築
す
る
も
の
で
、
外
国
投
資
を

規
制
す
る
も
の
で
は
な
い
。
新
た
な
規

制
や
政
策
枠
組
み
は
、
新
規
に
法
人
や

工
場
を
設
立
す
る
グ
リ
ー
ン
フ
ィ
ー
ル

ド
投
資
に
は
適
用
さ
れ
な
い
」
と
し
て

い
る
。

●
お
わ
り
に

　

南
ア
フ
リ
カ
政
府
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
規
則

を
遵
守
し
な
が
ら
、
同
時
に
公
益
の
観

点
か
ら
雇
用
や
現
地
生
産
を
確
保
し
つ

つ
、
経
済
成
長
を
達
成
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
い
う
課
題
を
抱
え
て
い
る
。

こ
の
結
果
、
前
述
の
自
動
車
産
業
政
策

の
方
針
変
更
や
、
政
府
介
入
に
よ
る
企

業
合
併
手
続
き
の
長
期
化
と
い
っ
た
状

況
を
招
い
て
お
り
、
投
資
家
の
政
府
に

対
す
る
不
信
を
も
た
ら
し
て
き
た
。

　

政
府
は
こ
う
し
た
な
か
、
経
済
政
策

に
社
会
開
発
政
策
を
制
度
的
に
包
括
す

る
こ
と
で
公
益
を
確
保
し
よ
う
と
す
る

傾
向
を
強
め
て
い
る
。
投
資
政
策
で
は
、

企
業
の
投
資
活
動
に
対
し
て
公
益
の
確

保
を
求
め
る
に
あ
た
っ
て
、
企
業
間
の

公
平
性
と
手
続
き
の
透
明
性
を
高
め
る

た
め
法
的
枠
組
み
の
整
備
を
進
め
て
い

る
。
こ
う
し
た
政
策
の
変
化
は
引
き
続

き
日
本
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
活
動
に
影
響

を
与
え
る
も
の
の
、
一
貫
し
た
政
策
策
定

が
な
さ
れ
れ
ば
、
投
資
環
境
の
改
善
と

安
定
に
つ
な
が
る
も
の
と
期
待
さ
れ
る
。

（
た
か
ざ
き　

さ
わ
か
／
日
本
貿
易
振
興

機
構
海
外
調
査
部
中
東
ア
フ
リ
カ
課
）

《
注
》

⑴ 

①
投
融
資
規
制
（
直
接
投
資
は
一
九
六

九
年
、
融
資
は
一
九
七
五
年
か
ら
）、

②
南
ア
フ
リ
カ
産
金
貨
の
購
入
自
粛

（
一
九
八
五
年
か
ら
）、
③
銑
鉄
・
鋼
材

の
輸
入
禁
止
（
一
九
八
六
年
か
ら
）、

④
航
空
機
相
互
乗
り
入
れ
停
止
（
一
九

八
六
年
か
ら
）
の
四
項
目
に
関
す
る
経

済
制
裁
を
解
除
し
た
。

⑵ 

在
南
ア
フ
リ
カ
共
和
国
日
本
大
使
館
調

べ
（
二
〇
一
一
年
一
〇
月
時
点
）。

⑶ 

Ｂ
Ｅ
Ｅ
法
で
は
黒
人
の
み
な
ら
ず
女
性

や
身
障
者
な
ど
ア
パ
ル
ト
ヘ
イ
ト
下
で

歴
史
的
に
不
利
な
立
場
に
置
か
れ
て
き

た
人
々
が
対
象
と
な
る
。

⑷ 

二
〇
一
一
年
四
月
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
ヨ
ハ

ネ
ス
ブ
ル
グ
）。

⑸ 

二
〇
〇
七
年
一
一
月
日
立
製
作
所
へ
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
（
ヨ
ハ
ネ
ス
ブ
ル
グ
）。

⑹ 

二
〇
一
一
年
一
一
月
東
芝
へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
（
ヨ
ハ
ネ
ス
ブ
ル
グ
）。

⑺ 
二
〇
一
一
年
一
一
月
南
ア
フ
リ
カ
貿
易

産
業
省
（
Ｄ
Ｔ
Ｉ
）
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

（
プ
レ
ト
リ
ア
）。
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